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リオデジャネイロ政治経済（2014年９月）

１．政治・社会

（１）政治（本年10月5日実施の選挙（第一回投票）に関する世論調査）
①リオデジャネイロ州知事選（調査会社：IBOPE）


[image: image4.png]50%
45%
40%
35%
30%
25%
20%
15%
10%

5%

0%

45%
o —
/’13% 44%
/}7%
>K31‘%/
25% o
0 0,
% 14%
T ——
T3—easg . 9% 10%

I — ﬂ3%

7H26~28H

8H23~25H 9H13~15H 9H20~22H 9H27~29H

—-EAVTILRBAEBEIKRE (PT)

= Jr/HLEREKE(PSDB)

—TILH & (PSB)




②ミナスジェライス州知事選（調査会社：IBOPE）
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③エスピリトサント州知事選（調査会社：ＩＢＯＰＥ、調査期間：９月９～１１日）
パウロ・アルトゥンギ前州知事（ＰＳＤＢ）

４２％
ジョゼ・レナト・カザグランデ現州知事（ＰＳＢ）

２９％
（３）社会

ペリメトラル高架道路の取り壊し完了は11月の見込み



        2014/09/06

港湾地区（リオ市セントロ）整備計画「ポルト・マラヴィリャ」に伴う、1960年に建設された長大なペリメトラル高架道路の取り壊し工程は、2カ所を残すのみとなっており、完了は11月が見込まれている。その他、路面電車（ＶＬＴ）やミュージアムの建設も進行中である。
リオ州における8月の殺人事件数が昨年の同月比で減少


        2014/09/13
　本調査はリオ州公安局公安院（ＩＳＰ）によるもの。リオ州における8月の殺人事件（故意のもの）の件数は374件で、昨年の同月の407件からの減少が見られた。同月比の件数は2012年12月から上昇し続けていたため、20ヶ月ぶりの減少となる。専門家（リオ州立大学イグナシオ・カノ教授）によれば、殺人事件の減少は長らく見られなかった現象であり、これが治安改善に向けた変化の兆しである可能性はあるものの、減少傾向にあるかどうかを見極めるためにはこれからの経過を見守る必要があるとのこと。
２．経済

（１）経済一般
リオ大都市圏の８月まで過去１２カ月間のインフレ率（拡大消費者物価指数）は国内最高の７．６７％

２０１４／９／９
　　本調査はブラジル地理統計院（ＩＢＧＥ）によるもの。調査が行われた１４大都市圏の平均は６．５１％であった。リオ大都市圏では、過去１２カ月間で、家賃は１３．８８％、家政婦代は１２．６４％、外食代は１１．４４％値上がりした。応用経済研究所（ＩＰＥＡ）によると、リオ大都市圏の労働市場は非常にダイナミックで、失業率が低く（７月は国内最低の３．６％）、賃金も高い（７月は国内最高の２，２８５．６０レアル）ため、消費市場が加熱し、インフレが起きたとのことである。そして、その背景には、最近州内に投資が戻ってきたこと、数々のスポーツ・イベントの開催が労働市場に良い影響を与えたこと等がある。ＩＰＥＡは、リオ大都市圏の物価高は、少なくとも、土木建設が活発化し、不動産市場が沸く２０１６年までは続くと予想している。

ミナス州の上半期の予想新規投資額は前年同期比２２％減　　　　　　　　 　　　　２０１４／９／１０
　　本調査はミナス州統合開発院（ＩＮＤＩ。ミナス州経済開発局傘下）によるもの。上半期の予想新規投資額は前年の９８．３億レアルより今年は７６．７億レアルへ減少した。ただし、サッカーＷ杯が終わった７月以降、経済は回復の兆しを見せており、７、８月の予想投資額は昨年の５．１億レアルより今年は１６．３億レアルへ増加した。

鉄鉱石価格の下落により、ミナス州の歳入が減少　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０１４／９／１５
　　鉄鉱石価格の下落により、ミナス州の今年１～７月の鉱物資源開発補償金（ＣＦＥＭ。ロイヤルティーに相当）は前年同期比で２９％も減少した。イタビラ市（ベロ市の東１０７ｋｍ。ヴァーレの最古の鉄鉱山がある）では、その減少率は６２％にも達し、将来が心配されている。

（２）石油・天然ガス・石油化学・バイオ燃料   
リオ・オイル・アンド・ガス・エキスポにて、内外企業家がブラジルの石油政策を批判
２０１４／９／１６
　　例えば、伯シェルの幹部は、ブラジルの税制は複雑過ぎ、かつ税率が高過ぎること、また国産化比率も高過ぎると批判すると共に、ブラジルには良い事業チャンスがあるが、メキシコ等、他の国も負けていないと述べた。また、国内石油業界はより高い競争力をつけ、価格の低減化にも努力する必要があると話した。ブラジル石油・天然ガス・バイオ燃料院（ＩＢＰ。当館注：２００社を超える会員企業を持つ業界団体。本部はリオ市）も、国産化比率はブラジルの競争力に悪影響を与えていることから、政府はより柔軟性のある規則を策定するべきであると述べた。また、ペトロブラスがプレサル油田唯一のオペレータとされていることも批判し、これは業界にとってもペトロブラスにとっても良くないと不満を漏らした。更に、入札計画が前もって判明しない為、企業の計画策定が困難であることも明らかにした。なお、１５日、マルコ・アウメイダ鉱山エネルギー省石油天然ガス再生可能燃料局長は、来年前半に北端から南端までの広大な東海岸のポスサル陸上海底油田を対象とする第１３回入札を実施すると発表した。
ペトロブラス、カンポス沖プレサル油田の原油・天然ガス生産と搬出のための仮ライセンスの交付をブラジル環境・再生可能天然資源院（ＩＢＡＭＡ）より受ける　　　　　　　　　  　２０１４／９／１８
　　これは、ペトロブラスが既にコンセッションで獲得、及び２００９年の増資時に有償で譲渡を受けた、沿岸から２００～３００ｋｍ離れた鉱区に関するものである。今回仮ライセンスを受けた鉱区の総予想投資額は１，２００億レアルで、同社は２０１７年までにプラットフォームを最大１３隻投入する予定である。これにより、国内の原油生産量は現在より３６％（日量７４．２万バレル）、天然ガスは４５％（日量３．１万㎥。原油換算で１９．５万バレル）増加する見込みである。

コスタ元ペトロブラス役員、米国パサディナ製油所買収時、１５０万レアルの賄賂受領したことを告白

２０１４／９／１９
　　これは、コスタ氏がマネーロンダリングを捜査している連邦警察及び連邦会計検査院（ＴＣＵ）に対して述べたものである。同氏はまた、ペトロブラスのサプライヤーから２５名以上の政治家が金を受け取ったとも述べた。
ペトロブラス、プレサル油田（埋蔵量４００億バレル）における２０１８年までの投資額は２，０００億ドルと発表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　２０１４／９／１９
　　この内、ペトロブラス以外の企業の総投資額は４５０億ドルとなる見込みである。ちなみに、2013年末時点のペトロブラスの確認埋蔵量は１６６億バレル、可採埋蔵量は２７４億バレルである。なお、国内原油生産量は、７月は日量２０５．１万バレル、８月は日量２１０万バレルで、９月は更に増加する見込みとのことである。

ペトロブラス、プレサル油田リブラ鉱区向けの最初のＦＰＳＯを発注　　　　　　　　 ２０１４／９／２１
　　このＦＰＳＯは、長期間テストのために使用される小型のもので、通常のＦＰＳＯの半分程度の生産能力である。契約金額は10億ドル以上、契約期間は8年（更に４年の延長更新も可能）。受注先はオーデブレヒトOil & GasとTeekayのコンソーシアム。なお、本件ＦＰＳＯはテスト用のものであるため、国産化比率は５％にとどまる。ペトロブラスは２年半後の生産開始を望んでいるとのこと。
（３）鉱物資源

　　特になし。
（４）鉄鋼
日本グループ（リーダーは新日鐵住金）、テルニウム社出身のウジミナス社長及び副社長２名を解任　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０１４／９／２７
　　２５日、ウジミナスは経営審議会にて、フリアン・エグレン社長、パオロ・バセッティ副社長、マルセロ・チャラ副社長を解任すること、そして経営審議会が最終的に新役員を選出するまで、ホメル・ソウザ氏（当館注：技術品質担当副社長）が社長職及び操業担当副社長職を、ホナウド・セッケルマン氏（当館注：財務・投資家関係担当副社長）が子会社担当副社長職を、現在の職務に加えて兼務することを決定した。日本グループとテキント・テルニウム・グループ（イタリア・アルゼンチン）の間の対立は約１年前から激化し、同社史上最大の危機を引き起こしている。テキント・テルニウム・グループはミナス州ベロオリゾンテ市の裁判所にその解任の無効を訴えている。同グループは証券取引委員会（CVM）にも異議を申し立てる意向であり、両グループの争いは長引く見込みである。日本グループが上記３名の解任を要求したのは、３名が経営審議会の承認なく、多額の特別報酬を得たためとされているものの、その背景には両グループ間の非常に大きな齟齬がある。より保守的で、長期的視野を持ち、信頼関係に重きを置く日本と、よりアグレッシブで短期的な投資リターンを求めるアルゼンチンの文化には埋めようのない程の差異がある。いずれにせよ、ここ数年業績が振るわず、既に困難であったウジミナスの状況は今後益々厳しいものになると予想されている。市場には、ウジミナスの再構築、コスト削減、操業改善を行い、競争力を高めたとして、テキント・テルニウム・グループを評価する声がある。しかし、ミナス州イパチンガ市の製鉄所では、フリアン・エグレン社長が解任され、ウジミナス生え抜きのホメル・ソウザ氏が社長に就任したことを評価する声が多い。フリアン・エグレン社長、ひいてはテキント・テルニウム・グループは、アルゼンチン人社員を優遇して、長年勤めたブラジル人社員を冷遇し、不必要な解雇や賃金カットを行ったとの批判がある。
（５）その他
連邦政府、リオ・ニテロイ大橋（３１．２ｋｍ）のコンセッション入札を今年中に実施する予定
　２０１４／９／１３
　　これは、現在運営権を持つコンソーシアム、ＣＣＲとの契約が延長されないことが決まっているためである。政府は、現在５．２０レアルの通行料を引き下げたいと考えており、契約金としては１０億レアルを想定している。

リオ市の事務所家賃は２００７年第２四半期から今年第２四半期までの７年間にほぼ倍増
２０１４／９／１８
　　クッシュマン・ウェイクフィールド（当館注：１９１７年に設立された非上場としては世界最大の不動産サービス会社。本社はニューヨークで、６０カ国に２５３の事務所を持つ）の調査による。リオ市の事務所の１㎡当たりの家賃は、２００７年第２四半期の７２レアルから８８．３％増の１３５．６レアル（市中心部の場合は１４５．５レアル）へ上昇した。ただし、同社によると、昨年より事務所の家賃の上昇率は低下し始めたとのことである。理由は、以前、リオでは石油ガス業界の期待が大きく、建物も古いものが多かったが、現在、既に多くの新しいビルが建設され、供給量が増加したこと、そして石油ガス業界の需要も減少したため、価格は以前ほど上がらなくなったからであると考えられている。最近、多くの企業が新築ビルに移転したとのことである。

国立経済社会開発銀行（ＢＮＤＥＳ）、２０１５～２０１７年、石油ガス部門（石油生産企業及びそのサプライヤー）に３，８１０億レアルを融資する予定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０１４／９／１９
　　対象は、技術革新に努め、生産性の向上を目指す企業とのことである。

国立経済社会開発銀行（ＢＮＤＥＳ）、２０１４～２０１７年の国内投資額を１．８８兆ドルと予想

２０１４／９／３０
　　これは２００９～２０１２年の１．４７兆ドルの２８．５％増である。内訳は、額の多い順に、サービス業・農業が２８．１％増の６，８５０億ドル、鉱工業が３１％増の４，０７９億ドル、インフラが３５％増の２，６６５億ドル、住宅が２１．９％増の３，２９５億ドルであった。(了)
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